
大分県技能検定受検支援事業費補助金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 知事は、技能習得への意欲向上及び県内のものづくり分野の人材確保・育成を図るた

め、２３歳未満の在校生が、機械保全技能検定の２級又は３級の実技試験を受検するための

手数料に対し、予算の定めるところにより補助金を交付するものとし、その交付については、

大分県補助金交付規則（昭和４３年大分県規則第２７号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 
 
（定義）                  
第２条 この要綱において、用語の定義は次の各号に掲げるとおりとする。 
（１） 「機械保全技能検定」とは、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号。以下「法」

という。）第４４条に基づき実施される試験のことをいう。 
（２） 「在校生」とは、受検申請日時点で、以下のいずれかに該当する者をいう。 

ア 法第１５条の７第３項に規定する、大分県内の公共職業能力開発施設において職業訓

練（職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第９条に規定する短

期間の訓練課程の職業訓練（以下「短期訓練課程」という。）を除く。）を受けている者 

イ 法第２５条の規定により設置される、大分県内の職業訓練施設において同法第２４条

第３項に規定する認定職業訓練（短期訓練課程を除く。）を受けている者（現に雇用され

ている者を除く。） 

ウ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する、大分県内の高等学校、中

等教育学校（後期課程に限る。）、特別支援学校（高等部に限る。）、大学、高等専門学校、

同法第１２４条に規定する専修学校、同法第１３４条第１項に規定する各種学校に在学

する者 

 
（補助対象者の要件） 
第３条 この補助金の交付対象となる者は、在校生のうち、次の各号の要件をすべて満たす者

とする。 
（１）機械保全技能検定の２級又は３級の実技試験を受検しようとする者 
（２）当該試験の実施日の属する年度の前年度の末日において２３歳に達していない者 
（３）雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定する被保険者ではない者 
（４）出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第一の上欄の在留資格を

もって在留する者ではない者 
 
（補助対象経費及び補助額） 
第４条 この補助金の交付の対象となる経費及び補助額は、次のとおりとする。 

補助対象経費 機械保全技能検定２級又は３級の実技試験受検手数料 
補助額 ２級：９，０００円／１作業 

３級：３，３００円／１作業 
 
（補助金の交付申請及び実績報告） 



 

第５条 規則第３条第１項の規定による申請及び規則第１２条の規定による実績報告は、次に

掲げる書類を添付し、受検票が到着した日から起算して３０日を経過した日までに知事に提

出しなければならない。 
（１）大分県技能検定受検支援事業費補助金交付申請書及び実績報告書（第１号様式） 
（２）機械保全技能検定試験の受検票の写し 
（３）実技試験受検日において、在学していることが確認できる書類の写し 
（４）その他知事が必要と認める書類 
 
（補助条件） 
第６条 規則第５条の規定による補助条件は、次のとおりとする。 
（１）天災・その他受検者の責めに帰することのできない事由により受検できず、受検手数料

の返還を受けた場合は、廃止承認申請書（第２号様式）を知事に提出し、その承認を受ける

こと。 
（２）この補助金に係る収入及び支出を明らかにした領収書等の証拠書類は、補助事業が完了

した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管すること。 
（３）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同法第２ 条第２号に規

定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であってはならないこと。 
（４）その他、規則及びこの要綱の定めに従うこと。 
 
（補助金の交付決定及び額の確定通知） 
第７条 規則第６条の規定による通知及び規則第１３条の規定による額の確定は、大分県技能

検定受検支援事業費補助金交付決定通知書及び額の確定通知書（第３号様式）により行うも

のとする。 
 
（補助金の交付方法） 
第８条 この補助金は、精算払の方法により交付する。 
 
（補助金の交付請求） 
第９条 補助金の交付決定及び額の確定通知を受けたものが、補助金の交付を請求しようとす

るときは、大分県技能検定受検支援事業費補助金交付請求書（第４号様式）を、実技試験を

受検した日から３０日を経過した日、又は当該年度の３月１５日のいずれか早い期日までに

知事に提出しなければならない。 
 
（書類の提出部数等） 
第１０条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類の部数は１部とし、その様式及

び提出期限は、この要綱の本則に定めのあるもののほか、別に知事が定めるところによる。 
 
 附則 
 この要綱は、令和４年度の予算に係る大分県技能検定受検支援事業費補助金から適用する。 

この要綱は、令和６年度の予算に係る大分県技能検定受検支援事業費補助金から適用する。 


